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メモリード・ライフの現状

ディスクロージャー誌



はじめに

会社の概要 [2024年3月31日現在]

平素より、私どもメモリード・ライフをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

このたび、当社の経営方針ならびに2023年度（2023年4月1日～ 2024年3月31日）の

業務および財産の状況、事業の概況、財務の状況などをご説明するために

ディスクロージャー誌「2024メモリード・ライフの現状」を作成いたしました。

本誌を通じて、当社へのご理解をより一層深めていただくためのご参考になれば幸いです。

今後とも一層のご支援ならびにご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

社 名 株式会社メモリード・ライフ

設 立 2006年8月1日

本 社 所 在 地 東京都千代田区神田猿楽町2-8-16 平田ビル6階

ホームページ https://www.memoleadlife.co.jp

資 本 金 2億5千万円

収 入 保 険 料 35億85百万円

総 資 産 38億60百万円

従 業 員 数 39名

代 理 店 数 651店

登録募集人数 4,741名

※本誌は、「保険業法第272条の17」および「同施行規則第211条の37」に基づいて作成したディスクロージャー資料（業務および

財産の状況に関する説明資料）です。
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代表取締役社長

吉田　仁
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トップメッセージ

　平素よりメモリード・ライフの事業に関し格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　当社は、2008年3月に株式会社メモリード・ライフとして少額短期保険業者の登録を受け、おかげさまで

今年16周年を迎えることができました。今年も皆さまのおかげで収入保険料35億85百万円（対前年比

104.1％）と順調に業績を伸展することができました。特に昨年度から本格的に販売開始しました結婚式

キャンセル費用補償保険「ブーケ」が収入保険料2千7百万円（対前年比148.6％）と大きく業績を伸ばすこ

とができ、その結果全体の保有契約数は94,883件まで達することができました。

　今後も企業理念である「お客さまへの最高・最大のサービスの提供」を実現するためお客さまに喜んでいた

だける商品やサービス提供をめざして社員一同、日々精進してまいります。

　引き続き、皆さまのご支援とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

� 2024年7月



代表取締役社長

吉田　仁
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経営の方針

当社は少額短期保険を取り扱う会社として、長期的な視点から、健全な経営の維持に

努めるとともに、高い倫理観を持ち、お客さまの負託にこたえていくために、次の「経営

の方針」を定め誠実に取り組んでまいります

お客さまにとって最適かつ多様な商品を提供します

お客さまの多様なライフイベントを的確に捉え、お客さまの視点で付加価値の高い最
善の商品提供を行います

お客さまへの最高・最大のサービスを提供します

適切かつ迅速なお客さま対応と業務運営の効率化・高度化に努めます

お客さまへの責任を果たすため健全な経営の実施に努めます

万全なリスク管理の徹底により、お客さまに安心していただける財務運営の維持に努
めます

法令遵守によりお客さまに信頼される会社をめざします

社会的責任と公共性を踏まえたコンプライアンス重視の企業風土を醸成し、お客さま
に信頼される会社をめざします
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１ 事業の経過および成果

【事業概要】

当社は、主に冠婚葬祭互助会や専門葬儀社を募集代理店として葬儀費用準備のための保険「葬儀保険」と「結

婚式キャンセル費用補償保険（ブーケ）」を販売しており、代理店数は 651 店、募集人数は 4,741 名と全国

の都道府県にわたる代理店販売ネットワークを確立しております。

さらに TVCM や新聞等のメディアを活用した通販やインターネットダイレクトを通した直接販売も強化してお

り、全国規模、かつ様々な販売チャネルを通じて保険販売とサービスを展開しています。

【事業の経過および成果】

当事業年度の新契約実績（全商品合計）においては、件数で 12,919 件（前年度比 10.2％減）、年換算

保険料で 329 百万円（前年度比 0.8％減）と、昨年の水準を下回りましたが、当事業年度末の保有契約数は

94,883 件（前年度比 2.0％増）、年換算保険料で 3,618 百万円（前年度比 3.7％増）と順調に推移しました。

収支面については、保険料等収入 3,585 百万円、責任準備金等戻入額 ･ 資産運用収益その他 4 百万円を

合計した経常収益は 3,589 百万円（前年度比 2.3％減）となりました。

一方、保険金等支払金 1,838 百万円、責任準備金等繰入額 127 百万円、事業費等 1,392 百万円を合計

した経常費用は 3,358 百万円（前年度比 1.8％増）となりました。

この結果、経常利益は 231 百万円（前年度比 38.7％減）となりました。また、経常利益に特別損失、法

人税および住民税を加減した当期純利益は 153 百万円（前年度比 38.9％減）となりました。

【対処すべき課題】　

営業面では、主力である代理店チャネルに対しコロナ禍前の回復に向けて改めて代理店・募集人の育成・教

育を徹底し、さらに、チャネル構成比のバランス改善や内部構造改革、新規マーケットの開拓や他社提携など

柔軟な対応により継続的な保険契約増大、収入・利益の成長を成し遂げ、Ｖ字回復を実現してまいります。 

また、デジタル化・オンライン化による非対面型ビジネスモデルへの移行をめざし、通販チャネルや WEB ダ

イレクトを強化・推進するため、効果的な広告・宣伝等のマーケティング強化・投資に加え、電子申込化・マ

イページ化等の DX 化に取り組んでいく所存です。 

商品面では、高齢者層の契約基盤の拡大・新規市場開拓を図るため、生存給付型や生損保混合型を視野に

入れた疾病・傷害給付等への展開を図る一方、年々増大する保険金支払リスクやモラルリスクの抑制を図るた

め、災害死亡給付特約の代替特約または料率・引受基準等変更による商品改定や費用補償等の取扱条件等の

見直しなど、販売チャネルの特性に応じた商品企画・開発に取組み、収益性の改善・確保に努めてまいります。

Ⅰ 2023年度 事業報告
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2023年

10月

2024年

3月

当社の主力商品である「葬儀保険」を広く

お客さまに知っていただくために

インパクトのある新TVCMの放映を

開始いたしました。

「葬儀保険」を新たにご契約いただいたお客さまに対してお礼の電話とと

もに、不明点やご意向を確認するため「サンキューコール」を開始いたし

ました（一部の地域限定開始）。今後もお客さまのニーズに合ったサービ

スを展開していきます。

昨年5月に新型コロナウイルス感染症が5類へ移行しました。それにより外出や移動への意識

の変化が起こり、婚礼数が増加したことにより、結婚式キャンセル費用補償保険「ブーケ」の契

約数も増加しました。今後についても、お客さまのウェディングイベントスタイルに沿った提

案に努めてまいります。

【お客さまの声】
新郎が結婚式2日前にインフルエンザに！

初回の打ち合わせでプランナーさんからの案内がありましたが、ど
こか他人事のように感じており、加入に対してあまり真剣に考えて
いませんでした。
何度か式場に足を運ぶ中、実際に新郎新婦さんが感染症にかかって
しまい、膨大なキャンセル費用が保険で賄えた話を聞きました。
再度プランナーさんからの勧めもあり加入を決めましたが、まさか
本当に自分自身が結婚式2日前にインフルエンザになるとは想像
もしていませんでした。
プラチナプランを加入していたおかげで全額補償していただくことができ、大変感謝しております。
他人事とは思わず、結婚式を控えている新郎新婦さんには加入をお勧めします!!

保険金お支払い額　323万円

「はじめやすい葬儀保険」を広く認知していただくために当社イメージ
タレント「船越英一郎氏」による新TVCMの放映をスタート

新規にご契約いただいたお客さまに、コールセンターより
「サンキューコール（契約後確認）」を開始いたしました。

結婚式キャンセル費用補償保険「ブーケ」が
販売開始以来、年間の契約件数１，０００件を突破

2023年度トピックス
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2  財務状況 ≪ハイライト≫

(注) ソルベンシー・マージンとは
保険会社は将来の保険金などの支払について責任準備金

を積み立てており、通常予測できる範囲のリスクについては

責任準備金の範囲内で対応します。しかし、大規模な環境

変化によって、予想もしない出来事が起こる場合がありま

す。例えば、大災害やインフルエンザの流行などによる超過

死亡など、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる

「支払余力」を有しているかどうかを判断するための行政監

督上の指標の1つがソルベンシー・マージン比率です。

（単位：千円）

項　       目 2022年度末 2023年度末

ソルベンシー・マージン総額（A） 2,943,799 3,067,857

リスク合計（B） 69,408 69,427

ソルベンシー・マージン比率

　　  （A）　　  

 １／２ × （B）   
× 100 8,482.4% 8,837.5%

主要業績の状況

会社の健全性を示す指標



１ 沿革
〔当社が包括移転を受けた共済会の沿革〕

２００５年６月１日 「ありがとう共済会」を設立し「ありがとうプラン」を販売開始

２００６年８月３日 特定保険業者届出実施（関東財務局）

２００８年１月９日 包括移転に伴う共済契約の募集の停止

２００８年２月５日 株式会社メモリード・ライフと共済契約包括移転契約の締結、共済契約移転の公告を
実施

２００８年９月１２日 株式会社メモリード・ライフへの共済契約包括移転の実施

〔当社の沿革〕
２００６年８月１日 少額短期保険業準備会社「株式会社メモリードインシュアランスプランニング」設立

２００８年１月２４日 「株式会社メモリード・ライフ」に社名変更

２００８年２月５日 特定保険会社「ありがとう共済会」と共済契約包括移転契約の締結

２００８年３月１９日 少額短期保険業の登録完了【関東財務局長（少額短期保険）第１８号】

２００８年４月１日 少額短期保険業の営業を開始
「無配当１年定期保険」、「無配当１年定期保険（無選択型）」発売

２００８年９月１２日 「ありがとう共済会」の共済契約を包括移転により受入

２００８年１０月１日 「無配当夫婦連生１年定期保険」を販売開始

２００９年３月末 単年度黒字を達成

２００９年５月１日 「無配当１年定期保険（保険金建）」発売、併せて従来の「無配当１年定期保険」を「無
配当災害死亡割増型１年定期保険（保険料建）」に名称変更

２０１０年３月３１日 累積黒字を達成

２０１１年４月２日 「無配当１年定期保険（簡易告知型）」を販売開始

２０１１年４月１８日 インターネットWEBによるダイレクト保険販売の開始

２０１５年２月２１日 本店事務所を千代田区神田猿楽町に移転

２０１７年９月 保有契約件数５万件を達成

２０１８年４月１日 NP少額短期保険株式会社を吸収合併

２０１９年４月 保有契約件数８万件を達成

２０２０年１０月 福岡支社を新設

２０２０年１２月１日 「結婚式キャンセル費用補償保険（ブーケ）」を販売開始

２０２１年７月 最低保険料の見直しおよび保険料の一部引き下げ

２０２１年１０月 仙台事務所を開設

２０２２年１１月 「お葬式費用あんしん支払サービス」の提供開始

２０２３年４月 福岡支社、仙台事務所を東京本社に統合

２０２4年３月 「結婚式キャンセル費用補償保険（ブーケ）」が年間契約数1,000件突破
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2  経営の組織
⑴所在地
　［本　社］　〒１０１-００６４　東京都千代田区神田猿楽町２-８-１６　平田ビル６階

⑵経営の組織（２０２4年４月１日現在）
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営
業
企
画
・
管
理
部

営

業

部
営

業

本

部
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3  株式の状況
⑴株式数
　発行可能株式総数　　　６００千株

　発行済株式の総数　　　１００千株

⑵株主数
　２０２3年度末株主数　　　７名

⑶株　主（２０２4年３月３１日現在）

株主の氏名または名称
当社への出資状況

持株数 持株比率

株式会社メモリ－ド（長崎）
株式会社メモリ－ド（群馬）
株式会社メモリード宮崎
株式会社クリエイト企画
株式会社ルクール
株式会社メモリードモータース
株式会社あおば交通関東

１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１４，８００株
１１，２００株

１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１４．８％
１１．２％

4  取締役および監査役（２０２4年７月１日現在）
氏　名 地　位 重要な兼職

吉田　茂視 取締役会長 株式会社メモリード（長崎）取締役、株式会社メモリー
ド（群馬）取締役、株式会社メモリード宮崎　取締役

吉田　仁 代表取締役社長 －

花岡　典弘 取締役 －

吉田　卓史 取締役 株式会社メモリード（群馬）代表取締役

吉田　昌敬 取締役 株式会社メモリード（長崎）代表取締役

西岡　聡子 監査役（社外） はなみずき法律事務所　弁護士

井上　郁子 監査役（社外） せいあ税理士法人　税理士

5  従業員の在籍状況

区　分
従業員（使用人）数 ２０２3年度末現在

２０２２年度 ２０２３年度 当期増減
（△） 平均年齢 平均勤続年数

内 務 職 員 ４１名 ３９名 △2名 ４７．２歳 ３．５年

営 業 職 員 — — — — —

（注）従業員数には、嘱託・契約社員・パートタイマー・受入出向者を含んでおります。
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Ⅲ 主要な業務の内容

１ 業務運営方針
　当社は、「顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）」の実現に向けて、以下「お客さま
本位の業務運営に係る基本方針」を定め、その取組みや成果を定期的に評価し、お客さま本位の業務運営を
推進しています。

お客さま本位の業務運営に係る方針
　当社は、「顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）」の実現に向けて、長期的な視点か

ら、健全な経営の維持に努めるとともに、高い倫理観を持ち、常にお客さま本位の観点から誠実かつ真摯に

向き合っていくために、以下「お客さま本位の業務運営に係る方針」を定めます。

　また、本方針に基づく取組状況を把握・確認し、定期的に取組内容を見直すとともに、定着・浸透状況を

評価する指標（KPI）を設定・評価ならびに公表を行い、お客さま本位の業務運営を推進してまいります。

【方針１】お客さまの最善の利益の追求�
（Ⅰ）当社は、経営方針およびコンプライアンスに則り、お客さまの視点で最善の保険商品とサービスを提供し、

お客さまに最善の利益を追求するため、あらゆる業務運営においてお客さま本位で行動するように努めます。

（Ⅱ）当社は、お客さまの要望や苦情等の「お客さまの声」を真摯に受け止め、誠実かつ迅速にお応えするととも

に、業務運営の改善や品質向上ならびにお客さま満足度向上に努め、経営に活かしてまいります。

【方針２】利益相反の適切な管理�
　当社は、お客さまの利益が不当に害する恐れのある取引を適切に把握し管理するための体制を整備し、その維持 

・改善に努めます。

【方針３】手数料の明確化�
（Ⅰ）当社は、お客さまがご負担される保険料を将来の保険金等のお支払いに備えているほか、最善の保険商品と

サービスの販売・推奨やご契約継続中のサポート、安定的なシステム等の維持など、保険金等をお客さまへ

お支払いするために必要となる経費に充てています。

（Ⅱ）当社は、募集代理店に対して、お客さまに最善の保険商品の販売・推奨やご契約継続中のサポートを行う対

価として手数料を支払っていますが、その手数料は、保険商品の特性や各代理店の業務運営の取組状況など

を考慮して設定しています。

【方針４】お客さまへの重要な情報の分かりやすい提供�
　当社は、保険商品・サービス等に係る重要な情報をお客さまが十分に理解できるよう障がい等も配慮したお客さ

まの属性等に応じた適切な方法で分かりやすく提供します。

【方針５】お客さまにふさわしいサービスの提供�
（Ⅰ）当社は、お客さまの知識・経験・周囲の環境や加入目的・ニーズ等のご意向を把握し、お客さまのご意向に

沿った保険商品・サービスを提供します。

（Ⅱ）当社は、効率的な事務態勢を構築し、障がいのあるお客さまにも配慮し、分かりやすく利便性の高い各種請

求等の手続きを実現するとともに、正確かつ迅速に保険金等をお支払するように努めます。

（Ⅲ）当社は、募集代理店において商品提案や契約保全等の業務が適切に遂行できる態勢が構築されていることを

委託開始の際に確認するとともに、委託後も本態勢が維持・改善されるよう指導・教育に努めます。

【方針６】方針の定着・浸透に向けた取組み�
　当社は、当社職員や募集代理店等があらゆる業務運営においてお客さま本位で行動していくことをめざし、本方

針の定着に向けた研修体制、報酬体系等の整備と本方針の浸透に努めます。
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2  当社の事業内容
　当社は、保険業法第２７２条第１項の登録に基づく、少額短期保険業者であり、保険業法第２条第１７項に係

る引受を主な事業として行っております。

3  取扱商品
⑴無配当１年定期保険（保険金建）�
 保険の目的
　この保険は、保険期間１年の保険金建の定期保険（掛捨て型死亡保険）で、保

険期間中に被保険者が死亡したときには所定の死亡保険金をお支払いします。

 保険の特徴
● 満２０歳〜満８９歳までお申込みができ、更新は最長満９９歳まで可能です。
● 保険期間中に死亡された場合に所定の死亡保険金をお支払いします。
● 万一のときの必要資金にあわせ、死亡保険金額（死亡保障額）は30万円〜300万円まで10万円単位で設定できます。
● 死亡保険金額（死亡保障額）は更新後も変わりませんが、保険料は更新時の満年齢等に応じて更新前よ

り通常上がります。
● 災害死亡給付特約を主契約に付加することで、自然災害や交通事故等不慮の事故による死亡保障を充実

できます。

⑵無配当災害死亡割増型１年定期保険（保険料建）�
 保険の目的
　この保険は、保険期間１年の保険料建の定期保険（掛捨て型死亡保険）で、

保険期間中に被保険者が死亡したときには所定の死亡保険金をお支払いしま

す。また、所定の不慮の事故で死亡した場合は、所定の災害死亡保険金を上乗

せしてお支払いします。

 保険の特徴
● 満20歳〜満89歳までお申込みができ、更新は最長満99歳まで可能です。
● 保険期間中に死亡された場合に死亡保険金をお支払いします。
● 保険料は更新後も変わりませんが、死亡保険金額（保障額）は更新時の満年齢等に応じて更新前より通

常下がります。
● 災害死亡保険金額は死亡保険金額と同額が設定されています。

⑶無配当１年定期保険（簡易告知型）�
 保険の目的
　この保険は、保険契約のお申込みの際に、悪性新生物、脳血管疾患および心疾患のみに限定した簡易な
告知により、被保険者の体況による引受審査（選択）を行う保険期間１年の定期保険（掛捨て型死亡保険）
です。

 保険の特徴
● 満４０歳〜満７９歳までお申込みができ、更新は最長満８９歳まで可能です。

● 保険期間中に死亡されたときには所定の死亡保険金をお支払いします。

● 死亡保険金額は更新後も変わりませんが、保険料は更新時の満年齢等に応じて更新前より通常上がります。

保険金
一定
プラン

葬儀費用に備える保険期間1年の「掛捨て型死亡保険」！

無配当1年定期保険（保険金建）

2023年9月版

保険金をお支払いする場合
● この保険契約でお支払いする保険金は以下の通りです。
　保険金をお支払いできない場合がありますので、「ご契約のしおり・約款」
を必ずご確認ください。

死亡保険金
● 被保険者が保険契約日から180日以内の不慮の事故以外で死亡された
場合には、既払込保険料相当額をお支払いします。不慮の事故で死亡さ
れた場合には、保険契約日から180日以内であっても死亡保険金をお支
払いします。被保険者が保険契約日からその日を含め180日を経過した
後に死亡された場合には、死亡保険金をお支払いします。

災害死亡保険金（災害死亡給付特約を付加された場合に限ります）
● 被保険者が責任開始期（保険契約の復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活の際の責任開始期）以後に発生した不慮の事故を直接の原因
として、その不慮の事故が発生した日からその日を含め180日以内に死
亡された場合には、災害死亡保険金をお支払いします。

保険金クイック支払サービスの適用条件について
● 保険金クイック支払サービスの適用条件は次の通りです。
①死亡日が責任開始日以後2年を超えていること。（保険契約の復活の取
扱いが行われた場合は、最後の復活の際の責任開始期から起算して、
2年を超えていることが必要です。）

②死亡証明書に記載された死因の種類が「病死及び自然死」であること。
　※交通事故や不慮の事故等は通常の手続きになります。
③死亡保険金受取人は、個人で1名が指定されていること。
④死亡保険金受取人が死亡していないこと。
　※名義変更の手続きをしていないと謄本や抄本等、関係書類が必要と
　なります。
⑤死亡保険金受取人が未成年でないこと。
　※死亡保険金受取人に未成年を指定することもできますが、死亡保険
　金を受取る際に17歳以下の場合は親権者等の同意が必要です。
⑥死亡保険金受取人が改姓・改名している場合、その変更手続きが完了
していること。
⑦死亡保険金の振込先口座が死亡保険金受取人の本人名義であること。
⑧日本国内での死亡であること。
⑨死亡保険金受取人の住所が本人確認書面に記載された住所であること。
　※死亡保険金受取人の本人確認書面（コピー）で「氏名」「生年月日」「住
　所」を確認します。

お申込み可能な年齢
● ご契約日における被保険者の年齢が満20歳から満89歳までの方が新規に
お申込みいただくことができます。

● お客様の告知の内容などによってはお引受けできない場合や特別な条
件をつけてお引受けする場合があります。

ご請求いただいた資料につきましては、当社または取扱代理店から発送させ
ていただきます。

少額短期保険募集人は保険契約（生命保険）の締結にあたり引受保険会社
の承諾を必要とする「媒介」の権限のみが認められており、契約締結の代理
権や告知受領権はありません。

[登録番号] 関東財務局長(少額短期保険)第18号
[本社] 〒101-0064 東京都千代田区神田猿楽町2-8-16 平田ビル6階  [TEL] 03-3233-0211（代表）

株式会社メモリード・ライフ

0120-244-888
0120-623-111

受付時間
平日 9:00～17:00
（土・日・祝・年末年始を除く）

【承認番号】MLAD2308-05

解約返戻金・満期保険金・配当金・その他
● 半年払・年払の契約については、経過期間により解約返戻金（未経過保険
料の一部）をお支払いすることがあります。

● この保険契約には満期保険金はありません。また無配当保険のため、配
当金はありません。

●高度障害保険金、保険料払込免除、保険料自動振替貸付、契約者貸付の
制度はありません。

クーリング・オフ制度について
● お申込みの撤回や保険契約の解除（以下「クーリング・オフ」といいま
す。）ができます。

 保険契約者は保険契約のお申込みをされた日からその日を含め、30日
以内であればクーリング・オフができます。

 既契約の内容変更（特約の中途付加など）の場合や、法人を保険契約者
とする保険契約の場合は、クーリング・オフはできません。

クーリング・オフの申出方法
● 当社は、書面による申出の他に、電磁的記録による申出が可能です。
書面によるクーリング・オフの申出方法
● メモリード・ライフ本社宛に書面を郵送してください。書面には、保険契約
者が自署で、保険契約者の氏名、住所、保険証券番号、「申込みを撤回す
る」旨を記載してください。体裁は問いません。電話・口頭での取扱は行
いません。
電磁的記録によるクーリング・オフの申出方法
● 下記アドレス宛に保険契約者が、保険契約者の氏名、住所、保険証券番
号、「申込みを撤回する」旨を入力し、ご送信ください。

 宛先　kokyaku@memoleadlife.co.jp
● ク－リング・オフされた場合には、既に払込んでいただいた保険料はお返
しします。同手続きは取扱代理店ではできませんので、必ず当社宛にお申
出ください。

少額短期保険業者について
● 万一、少額短期保険業者である当社が経営破たんした場合、保険契約者
保護機構による資金援助はありません。また、同機構の保障対象契約に
も該当しませんが、保険契約者等を保護し、健全な経営を行うため、少額
短期保険業者の最低資本金制度や供託金制度等、法令等による規制措
置を講じることにより、経営の安定を図っています。

● 少額短期保険業者は、保険業のうち、保険期間が2年以内の政令で定め
る期間以内（生命保険1年、損害保険2年以内）であって、保険区分毎の保
険金額の合計額が1,000万円を超えない範囲内において政令で定める
金額以下（死亡保険300万円、災害（傷害）死亡保険300万円 等）の保険
のみの引受けを行う小規模事業者です。

● 少額短期保険業者の保険契約は税法上の生命保険料控除・損害保険料
控除の対象とはなりません。

ご検討に際してご留意いただきたい事項
・ この保険は、葬儀費用に備える等、死亡時の保障を希望されるお客様にお勧めの商品です。商品内容がお客様のご意向に沿っているかご確認ください。
  ご意向とは異なる場合やご不明点がある場合は、取扱代理店または当社にご連絡ください。 
・ このパンフレットは、無配当1年定期保険（保険金建）の概要を記載したものです。
  ご契約に際しては、「ご契約内容（契約概要）」「特に重要なお知らせ（注意喚起情報）」「ご契約のしおり・約款」を必ずご一読ください。
  またお客様（被保険者）がご加入の公的年金（遺族年金）等社会保険から給付される死亡保障（年金ダイヤルまたはお近くの年金事務所にお問合せく   
　ださい。）についてもご勘案の上ご検討ください。

少額短期保険募集人について

［資料請求用フリーダイヤル］

引受保険会社（少額短期保険業者）取扱代理店（少額短期保険募集人）
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保険金をお支払いする場合
● この保険契約でお支払いする保険金は以下の通りです。
　保険金をお支払いできない場合がありますので、「ご契約のしおり・約款」
を必ずご確認ください。

死亡保険金
● 被保険者が保険契約日から180日以内の不慮の事故以外で死亡された
場合には、既払込保険料相当額をお支払いします。不慮の事故で死亡さ
れた場合には、保険契約日から180日以内であっても死亡保険金をお支
払いします。被保険者が保険契約日からその日を含め180日を経過した
後に死亡された場合には、死亡保険金をお支払いします。

災害死亡保険金
● 被保険者が責任開始期（保険契約の復活の取扱いが行われた場合は、最
後の復活の際の責任開始期）以後に発生した不慮の事故を直接の原因
として、その不慮の事故が発生した日からその日を含め180日以内に死
亡された場合には、災害死亡保険金をお支払いします。

保険金クイック支払サービスの適用条件について
● 保険金クイック支払サービスの適用条件は次の通りです。
①死亡日が責任開始日以後2年を超えていること。（保険契約の復活の取
扱いが行われた場合は、最後の復活の際の責任開始期から起算して、
2年を超えていることが必要です。）

②死亡証明書に記載された死因の種類が「病死及び自然死」であること。
　※交通事故や不慮の事故等は通常の手続きになります。
③死亡保険金受取人は、個人で1名が指定されていること。
④死亡保険金受取人が死亡していないこと。
　※名義変更の手続きをしていないと謄本や抄本等、関係書類が必要と
　なります。

⑤死亡保険金受取人が未成年でないこと。
　※死亡保険金受取人に未成年を指定することもできますが、死亡保険
　金を受取る際に17歳以下の場合は親権者等の同意が必要です。

⑥死亡保険金受取人が改姓・改名している場合、その変更手続きが完了
していること。

⑦死亡保険金の振込先口座が死亡保険金受取人の本人名義であること。
⑧日本国内での死亡であること。
⑨死亡保険金受取人の住所が本人確認書面に記載された住所であること。
　※死亡保険金受取人の本人確認書面（コピー）で「氏名」「生年月日」「住
　所」を確認します。

お申込み可能な年齢
● ご契約日における被保険者の年齢が満20歳から満89歳までの方が新規に
お申込みいただくことができます。

● お客様の告知の内容などによってはお引受けできない場合があります。

ご請求いただいた資料につきましては、当社または取扱代理店から発送させ
ていただきます。

少額短期保険募集人は保険契約（生命保険）の締結にあたり引受保険会社
の承諾を必要とする「媒介」の権限のみが認められており、契約締結の代理
権や告知受領権はありません。

[登録番号] 関東財務局長(少額短期保険)第18号
[本社] 〒101-0064 東京都千代田区神田猿楽町2-8-16 平田ビル6階  [TEL] 03-3233-0211（代表）

株式会社メモリード・ライフ

0120-244-888
0120-623-111

受付時間
平日 9:00～17:00
（土・日・祝・年末年始を除く）

【承認番号】MLAD2308-06

解約返戻金・満期保険金・配当金・その他
● 半年払・年払の契約については、経過期間により解約返戻金（未経過保険
料の一部）をお支払いすることがあります。

● この保険契約には満期保険金はありません。また無配当保険のため、配
当金はありません。

●高度障害保険金、保険料払込免除、保険料自動振替貸付、契約者貸付の
制度はありません。

クーリング・オフ制度について
● お申込みの撤回や保険契約の解除（以下「クーリング・オフ」といいま
す。）ができます。

 保険契約者は保険契約のお申込みをされた日からその日を含め、30日
以内であればクーリング・オフができます。

 既契約の内容変更（特約の中途付加など）の場合や、法人を保険契約者
とする保険契約の場合は、クーリング・オフはできません。

クーリング・オフの申出方法
● 当社は、書面による申出の他に、電磁的記録による申出が可能です。
書面によるクーリング・オフの申出方法
● メモリード・ライフ本社宛に書面を郵送してください。書面には、保険契約
者が自署で、保険契約者の氏名、住所、保険証券番号、「申込みを撤回す
る」旨を記載してください。体裁は問いません。電話・口頭での取扱は行
いません。
電磁的記録によるクーリング・オフの申出方法
● 下記アドレス宛に保険契約者が、保険契約者の氏名、住所、保険証券番
号、「申込みを撤回する」旨を入力し、ご送信ください。

 宛先　kokyaku@memoleadlife.co.jp
● ク－リング・オフされた場合には、既に払込んでいただいた保険料はお返
しします。同手続きは取扱代理店ではできませんので、必ず当社宛にお申
出ください。

少額短期保険業者について
● 万一、少額短期保険業者である当社が経営破たんした場合、保険契約者
保護機構による資金援助はありません。また、同機構の保障対象契約に
も該当しませんが、保険契約者等を保護し、健全な経営を行うため、少額
短期保険業者の最低資本金制度や供託金制度等、法令等による規制措
置を講じることにより、経営の安定を図っています。

● 少額短期保険業者は、保険業のうち、保険期間が2年以内の政令で定め
る期間以内（生命保険1年、損害保険2年以内）であって、保険区分毎の保
険金額の合計額が1,000万円を超えない範囲内において政令で定める
金額以下（死亡保険300万円、災害（傷害）死亡保険300万円 等）の保険
のみの引受けを行う小規模事業者です。

● 少額短期保険業者の保険契約は税法上の生命保険料控除・損害保険料
控除の対象とはなりません。

ご検討に際してご留意いただきたい事項
・ この保険は、葬儀費用に備える等、死亡時の保障を希望されるお客様にお勧めの商品です。商品内容がお客様のご意向に沿っているかご確認ください。
  ご意向とは異なる場合やご不明点がある場合は、取扱代理店または当社にご連絡ください。 
・ このパンフレットは、無配当災害死亡割増型1年定期保険（保険料建）の概要を記載したものです。
  ご契約に際しては、「ご契約内容（契約概要）」「特に重要なお知らせ（注意喚起情報）」「ご契約のしおり・約款」を必ずご一読ください。
  またお客様（被保険者）がご加入の公的年金（遺族年金）等社会保険から給付される死亡保障（年金ダイヤルまたはお近くの年金事務所にお問合せく   
　ださい。）についてもご勘案の上ご検討ください。

少額短期保険募集人について

［資料請求用フリーダイヤル］

引受保険会社（少額短期保険業者）取扱代理店（少額短期保険募集人）
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⑷結婚式キャンセル費用補償保険（結婚式あんしんプラン「ブーケ」）

 保険の目的
　この保険は、結婚式を予定されている新郎・新婦等に不測の事態が発生し、

結婚式をキャンセルした場合の結婚式キャンセル費用等を補償します。「せっ

かく楽しみにしている結婚式なのに、不測の事態のキャンセル費用の心配なん

てしたくない！」そんなお二人にあんしんをお届けする保険です。

 保険の特徴
● 新郎新婦のほか所定の親族の死亡や７日以上の継続入院、災害等により結婚

式をキャンセルした場合の「キャンセル費用」を補償します。結婚式中止費

用保険金は3タイプあり、最大700万円（補償限度額）となります。

● 結婚式当日の式場や設備・備品の破損汚損について最大200万円（補償限度額）、貸衣装の破損の修理費

用について最大50万円（補償限度額）を修理費用保険金としてお支払いします。（それぞれ自己負担額

２万円があります。）

● 新郎もしくは新婦の結婚式当日の入院について、一名につき10万円、新郎新婦ともに入院した場合は最

大20万円を新郎新婦入院一時金としてお支払いします。

● 結婚式当日における結婚式の招待客の救急搬送があった場合、１名につき１万円、最大20名まで招待客

救急搬送見舞費用保険金としてお支払いします。

4  取扱サービス
⑴保険金クイック支払サ−ビス

　当社が死亡保険金請求書類を受付けた日から最短で翌営業日に死亡保険金の100％（全額）をお支払い

するサービスを提供しております。

　なお、当サービスには適用条件があり、責任開始期から２年以内の死亡や災害死亡等、お取扱いができ

ない場合があります。

⑵お葬式費用あんしん支払サービス
　死亡保険金の請求にあたって、死亡保険金受取人から指示（指図）を受けた場合に限り、死亡保険金を

葬儀社等に直接お支払いするサービスを提供しております。

⑶当社ホームページ経由での契約内容変更手続き
　契約内容変更等の手続きについては、通常の書面による手続きに加えて、当社のホームページ上から、

簡易な手続きで変更することができます。

　具体的には、保険契約者・被保険者の住所、電話番号等の変更が可能です。

⑷当社ホームページ経由での「ダイレクト保険申込」
　通常の対面販売、通信販売に加えて、当社ホームページを経由した「ダイレクト保険申込」も受付けて

おります。
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5  保険の募集態勢
⑴保険の募集方法

　当社は、冠婚葬祭互助会や専門葬儀社、および

保険代理店を主な販売代理店として、販売を行っ

ております。２０２４年３月３１日現在の法人募集代理

店は２２８店、個人募集代理店は４２３店、合計募集人

数は4,７４１名となります。

　主たる販売チャネルは互助会・葬儀社の使用人

を介した対面販売であり、将来のお葬儀の費用に

不安を抱えている高齢者と対面でヒアリングを行

い、お客さまに合ったプランを提案しておりま

す。対象となるお客さまの層が高齢であることか

ら、「高齢者募集ガイドライン」を制定し、適切な情報提供や理解度の確認を行うことに留意しています。

　第二の販売チャネルとして通信販売による販売も強化しています。テレビや新聞広告等を活用した広告

宣伝からの資料請求に対して本社コールセンターからの直接の保険販売も行っています。

　さらに第三の販売チャネルとして、当社のホームページから直接お申込みいただけるダイレクト申込に

ついても強化しています。

　今後も、この三つの販売チャネルを強化することにより、安定的・継続的な募集態勢を構築してまいり

ます。

⑵当社の勧誘の方針
　当社は「勧誘の方針」を定め、適正な保険募集の推進と顧客保護に努めています。

勧誘の方針
1.少額短期保険商品（以下、「保険商品」といいます。）の販売等に際して、各種法令等を遵守し、適正な勧誘に努めま

す。

・保険業法、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律、保険法、消費者契約法その他各種法令・諸規

則を遵守することは勿論、保険制度が健全に運営されるよう努めます。

・販売等にあたっては、お客様に商品内容を正しくご理解いただけるよう説明内容や説明方法について創意工夫し、

適正な募集活動を行って参ります。

2.お客様のライフ・プランに合った保険商品の勧誘に努めます。

・お客様のプライバシーやモラルリスクの排除に十分配慮しつつ、お客様のライフ・プランをベースに、お客様のご

意向や実情に合った商品を販売いたします。

3.お客様への商品説明等については、販売・勧誘形態に応じて、お客様本位の方法等の創意工夫に努めます。

・販売・勧誘活動にあたっては、お客様の立場に立って、時間帯や勧誘場所について十分に配慮します。

・お客様と直接対面しない勧誘・販売（例えば通信販売等）を行う場合においては、説明方法等に工夫を凝らし、お

客様にご理解いただけるよう努力します。

4.お客様にご信頼・ご満足いただけるよう努めます。

・社内（代理店）研修等により、十分な商品説明や適正な勧誘方法の確保に努めます。

・お客様の様々なご意見等を十分お聞きし、その後の保険商品の販売・勧誘に反映します。
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6  保険金のお支払い
　保険金・給付金のお支払いは当社にとって最も重要な業務のひとつです。当社では保険金の適正なお支払

いを担保するとともに、お支払い業務に関する組織、支払プロセスを適切に管理・運営し、保険金支払い漏

れ等が発生しない態勢づくりに努めております。

保険金お支払いの状況（2023年度）
項　目 ２０２２年度 ２０２3年度

支 払 件 数 2,331件 2,250件
支 払 非 該 当 件 数 19件 28件

詐 欺 に よ る 取 消 0件 0件
不法取得目的による無効 0件 0件
告知義務違反による解除 18件 22件
重 大 事 由 に よ る 解 除 0件 0件
免 責 事 由 に 該 当 1件 6件

7  再保険の状況
　当社は、2021年４月より保険契約の出再は実施しておりません。

8  お客さまの声を経営に活かす取組み
⑴取組内容と態勢

　当社では、お客さま窓口としてコールセンターを設置しており、お客さまからの様々なお問合わせに対

応しております。また、新契約関係、保険金等の支払関係についてさらに詳しい説明が必要な場合は、そ

れぞれの部門の担当者が丁寧にわかりやすく説明を行っております。

　お客さまの声のうち、２０２3年度の苦情とされる件数は、273件となり昨年度に比べ88件増加しましたが、

これは２０２２年度から当社の発展およびお客さまに喜ばれる会社経営をめざし、より多くのお客さまの声を

収集するために、当社社員はもとより代理店からもお客さまの不満や要望の声を集めた結果となりました。

そのうち、新契約関係33件（12％）、収納関係30件（11％）、保全関係１37件（５0％）、保険金関係５件（2％）

その他68件（25％）であり、主な原因は募集時の説明不足や対応・態度等、また保険の制度やしくみ等に

起因するものであります。

　苦情に関する規程およびマニュアルに基づき、苦情受付の報告や対応態勢が確保され、代理店を中心と

して苦情に対する認識が浸透し苦情の早期報告が図られております。また、苦情の申出内容・発生要因等

に関する分析を定例かつ適切に報告する体制が整備されております。

　現在は、その分析に基づき、お客さまへのサービス改善や利便性の向上を進めるため、定期的に業務や

プロセス等を見直し、改善の方向性や具体的な改善策を検討し、関係部門で検討・協議のうえ、改善策を

順次実施することに努めております。

　今後も「お客さまの声」を真摯に受けとめ、「お客さま満足度の向上」に向けて業務改善・サービス向

上を進めてまいります。
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お客さまの声を経営に活かす体制

お 客 さ ま

お 客 さ ま 満 足 度 の 向 上

担当部署【相談・苦情窓口】

社本店理代集募

関連部署
経営会議

取締役会

コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

ご不満・ご意見等
のお申し出

【エスカレーション】報
告
等

報
告
等

【エスカレーション】
内容精査・事実確認・調査
解決方向性検討・協議

事

実

確

認

原

因

分

析

再
発
防
止
策

ヒ
ア
リ
ン
グ
等

【報告】（毎月）
※緊急性・重要性が
高いものは逐次報告

報 告 ・ 確 認
対応策立案・協議

業 務 改 善 ・ サ ー ビ ス 向 上

対応方針・対応策等（再発防止策、業務改善等）決定・実施

⑵苦情の受付状況

項　目
2022年度 2023年度

件数 占有率 件数 占有率

新 契 約 関 係 26件 14％ 33件 12％

収 納 関 係 31件 17％ 30件 11％

保 全 関 係 104件 56％ 137件 50％

保 険 金 関 係 15件 8％ 5件 2％

そ の 他 9件 5％ 68件 25％

総 計 185件 100％ 273件 １００％
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⑶お客さまの声を活かした改善状況
　当社では、お客さまからの声を活かして、様々な改善を実施しております。

主な改善事例（2023年度）

❶　サンキューコールの開始

❷　コールセンターの拡大

❸　更新案内の改訂

　ご契約されたお客さまに、契約の内容とお客さまのご意向が合っている
かの確認を行うために、契約成立後にご契約者さまへお電話し、契約内容
の再確認を始めました。（一部の地域限定開始）

　お客さまからのお電話での資料請求やお問い合わせの受電体制を充実さ
せるため、コールセンターを拡大した結果、受電率70％を93％まで改善す
ることができました。

　毎年お客さまへ送付する更新案内には、更新後のご契約内容を記載して
おりますが、加えてお知らせ内にお客さまがご加入されている保険の内容
を記載することとしました。具体的には、１年定期の保険であること、最
長９９歳までの更新であること、掛捨て型の保険であること、「保険金建」
は毎年保険料が通常上がること、「保険料建」は毎年死亡保険金額が通常
下がることを記載しています。

➡➡

➡➡

➡➡
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１ コーポレートガバナンスの状況
　当社では、経営の健全性、透明性を維持するために、経営の監視・監督機能の充実および内部統制・内部

監査機能を確保するためのコーポレートガバナンス態勢を構築しております。

 取締役会
　毎月の定例取締役会において、事業方針、事業計画、コンプライアンス、リスク管理、内部監査などに

係る重要案件の審議および決定を行っております。

　また、保険金の支払状況、責任準備金の積立状況、事務効率および営業効率などをきめ細かく把握し、

健全な事業運営と財務体質についての現状把握と、状況に応じ必要な措置を講じることとしております。

 経営会議
　経営会議を定例で毎週開催し、各部門の業務執行状況を確認するとともに、日常的な業務運営において

発生する課題について審議・決定することで、スピード感のある機動的な業務運営を確保しております。

 リスク管理委員会
　リスク管理に関する能力ならびに態勢を強化し、適切なリスクコントロールを行うことで、少額短期保

険会社としての健全性および収益性を確保し、保障の確実な提供を行っていくことを目的としたリスク管

理委員会を設置し、全社横断的なリスク管理体制の構築を進めております。

 コンプライアンス委員会
　取締役会の下にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス推進状況の把握、違反行為発生時

の再発防止策の検証、懲罰内容等に関して取締役会への上程および報告を行っております。

 内部監査室
　相互牽制機能を十全に発揮した内部監査を実施するため、各部門から独立した運営を行い、経営に重大

な影響を及ぼすと考えられる「業務上の問題点への対応策の実施状況」、「コンプライアンス上の問題」、「契

約者等への影響」、「保険金支払業務」および「保険募集業務」の適切性等について、適宜、各部門の監査

を実施するとともに、法人募集代理店等について臨店監査を実施しております。

 監査役
　毎回の取締役会に出席し、取締役等の執行状況の監査、コンプライアンス委員会およびリスク管理委員

会による内部統制の状況の監査を行っております。また、内部監査室との連携を図り、必要に応じ、報告

を求めることとしております。
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2  リスク管理態勢
　当社は、健全な財務基盤の確保、ならびに適切かつ確実な保険金支払業務を実行するために、これを阻害

する恐れのある全てのリスクを整理・分析し、これらのリスクを統合的に管理することとしています。当社

の役員および社員は統合的リスク管理の重要性を十分に認識したうえで、自らの関連する業務に関するリス

クを適切に管理しなければなりません。

　当社で管理対象とするリスクは、保険引受リスク、流動性リスク、資産運用リスク、事務リスク、システ

ムリスク等に分類しています。

　リスク管理委員会は、各部門と連携し、これらのリスクの状況を随時モニタリングし、重要リスクを抽出

して、その対応策を提案・実行します。またリスク管理の状況はリスク管理委員会において審議の上で、定

期的に取締役会に報告します。

3  法令等遵守（コンプライアンス）態勢
　当社は、少額短期保険業という公共性の高い事業を行うものとして、お客さまに対する責任、また株主、

保険募集代理店、社員および地域というステークホルダーに対して企業が有する責任を果たすため、適切・

的確な経営管理を最も重要な課題と位置づけ、健全かつ透明性の高いコーポレートガバナンス態勢を構築

し、その充実に努めております。

監査役
●非常勤（社外）：２名

経営会議

株 主 総 会

代表取締役（１名）

内
部
監
査
室

各部門
（募集代理店・委託先等含む）

取締役会【計７名】
●取締役（常勤）：２名 ●監査役（社外）：２名
●取締役（非常勤）：３名

コンプライアンス
委 員 会

リスク管理委員会

取締役の選任・解任 監査役の選任・解任

監査

報告

出席
選定・解職
監督

報告
重要事項の
付議・報告

監督

決議・承認等
報告

報
告

重要事項の
付議・報告

決議
指示等報告

（第一報等）
審議

内
部
監
査

連携

コーポレートガバナンス体制

２０24年７月１日現在
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　具体的には、取締役会の下にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する基本方針・規

程に基づきコンプライアンスの推進に努めています。当委員会では、実行計画であるコンプライアンス・プ

ログラムを年度ごとに策定し、その推進状況や違反行為発生時の状況把握、再発防止策の立案・検証等につ

いて協議し、定期的に取締役会に諮る体制としています。また、反社会的勢力に対する基本方針を定めて、

当社ホームページに掲載するとともに、社内および保険募集代理店等に周知しております。

　コンプライアンス重視の企業風土を醸成するために、定期的にコンプライアンス研修を実施し、役員およ

び社員に対する教育、啓発に努めております。

4  指定紛争解決機関
　当社はお客さまからお申出いただいた苦情等につきまして、解決に向けて真摯な対応に努める所存でござ

います。なお、お客さまの要望により、当社加入協会（日本少額短期保険協会）の指定紛争解決機関「少額

短期ほけん相談室」をご利用いただくこともできますので、ご案内申し上げます。

　詳細につきましては以下をご参照ください。

5  反社会的勢力への対応
　当社は、適切かつ健全な少額短期保険事業を行うにあたり、反社会的勢力に断固たる態度で対応し、関係

を遮断するために、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、適切な遮断対応に努めており

ます。

　＜反社会的勢力に対する基本方針＞

　 ● 反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした対応を行い、一切の関係を持ちません。

　 ● 反社会的勢力に対しては、どのような形でも決して経済的な利益を供与いたしません。

　 ● 反社会的勢力からの不当要求に対しては、法的対応も含めて断固とした対応を行います。

　 ● 反社会的勢力との対応時には、警察等の外部専門機関と連携いたします。

＜指定紛争解決機関＞
一般社団法人日本少額短期保険協会　「少額短期ほけん相談室」
 ● 電話（フリーダイヤル）：0120‐82‐1144
 ● Ｆ Ａ Ｘ　　　　　　　：03‐3297‐0755
 ● 受付時間　　　　　　　：9：00〜12：00、13：00〜17：00
 ● 受 付 日　　　　　　　：月曜日から金曜日（祝日および年末年始休業期間を除く）
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6  個人情報保護の取扱い
　株式会社メモリード・ライフ（以下、「当社」といいます。）は、お客さまの個人情報保護の重要性を認識

し、お客さまに対してご満足いただける商品、サービスを提供していく上で以下のとおり個人情報保護に関

する基本的な事項を定め、お客さまの個人情報、個人番号および特定個人情報（以下、個人番号と特定個人

情報を「特定個人情報等」といいます。）を適正に取扱うとともに、安全管理について適切な措置を講じてま

いります。（以下各項目における個人情報・個人データとは特定個人情報等を除くものをいいます。）

個人情報の管理について責任を有する者（個人情報取扱事業者）の名称、所在地および代表者氏名
　株式会社メモリード・ライフ
　東京都千代田区神田猿楽町2-8-16　平田ビル6階
　代表取締役社長　吉田 仁
＜プライバシーポリシー＞
1．　法令等の遵守

　当社は「個人情報の保護に関する法律」（以下、「個人情報保護法」といいます。）および「行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律」（以下、「番号法」といいます。）その他の法令・ガイドライン等を遵守し、
お客様の個人情報および特定個人情報等の取扱いや権利への配慮を全社的に徹底します。
2．　個人情報の取得

⑴　当社は、適法で公正な手段により、業務上必要な範囲内で個人情報を取得します。また、取得に際しては、インターネ
ットによる入力情報や電話・書面による提供情報について、内容の事実確認や応対の品質向上等のために、通話内容を録
音または記録することがあります。

⑵　なお、特定個人情報等は、番号法により定められた目的以外では取得いたしません。
3．　取得する個人情報の種類

　保険契約のお引受け等に必要な情報として、お客様のお名前、住所、生年月日、性別等、お客様に関する必要最小限の個
人情報を取得いたします。また、当社が提供する各種サービスに関連し、必要な情報のご提出をお願いする場合があります。
4．　個人情報の利用目的

⑴　当社は、取得した個人情報について、その利用目的を以下のとおりに特定するとともに、利用目的の達成に必要な範囲
内で利用します。なお、利用目的を変更するときは、その内容をご本人に通知するか、ホームページ等により公表します。
①各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い
②各種商品・サービス、各種イベント・セミナー等のご案内・提供（※）
③各種アンケートの実施や市場調査ならびにデータ分析等による商品・サービスの開発（※）
④当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実（※）
⑤再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求に関連する業務
⑥当社役職員の採用・労務管理、少額短期保険募集人の登録・管理等
⑦その他上記目的に関連・付随する業務ならびにお客様とのお取引および当社の業務運営を適切かつ円滑に履行するため

に行う業務
（※）お客様の取引履歴やウェブサイトの閲覧履歴、グループ企業等から取得した情報等を分析して、お客様のニーズに

合った各種商品・サービスに関する広告等の配信等を行うことを含みます。
⑵　なお、特定個人情報等は、支払調書作成事務等の番号法に定められた目的の範囲内についてのみ利用するものとし、ご

本人の同意があっても、それ以外の目的には利用しません。
5．　個人情報の第三者への提供

⑴　当社は、以下の場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人情報を第三者へ提供しません。
①各種法令に基づく場合
②利用目的達成に必要な範囲内で、代理店を含む業務委託先に提供する場合
③再保険のために再保険会社等に提供する場合
④グループ企業との間で共同利用を行う場合
⑤適正かつ迅速な保険金等の支払いのために、保険事故の関係者（当事者、医療関係者等）に提供する場合
⑥保険金等の支払いの健全な運営のために他の保険業に関連する企業・団体・協会等と共同利用を行う場合
⑦事業の承継に伴って提供する場合
⑧その他、個人情報保護法に基づき提供が認められている場合

⑵　なお、特定個人情報等は、法令に定める場合を除いて、お客様の同意があっても第三者への提供はしません。
6．　個人関連情報の第三者への提供

⑴　当社は、法令で定める場合を除き、個人関連情報（個人関連情報データベース等を構成するものに限る。）を個人デー
タとして取得することが想定されるときは、当該第三者において当該個人関連情報のご本人から当該情報を取得すること
を認める旨の同意が得られていることを確認することをしないで、当該情報を提供しません。

⑵　当社は、法令で定める場合を除き、前項の確認に基づき個人関連情報を第三者に提供した場合には、当該提供に関する
事項（提供日・提供先・提供した個人関連情報・第三者がご本人の同意を得たかどうか等）について確認・記録します。

7．　委託先の監督
　当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データおよび特定個人情報等の取扱いを第三者に委託する場合には、
委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。
8．　共同利用

　当社は、お客様の個人情報を共同利用させていただく場合には、法令等で定める必要事項をあらかじめご通知、又は公表
した上で実施します。
9．　外国にある第三者への提供

　当社は、個人データを外国にある第三者へ提供する場合には、ご本人からの求めに応じて当該措置に関する情報を提供します。
10．センシティブ情報の取扱い

　当社は、お客様のセンシティブ情報（健康状態、病歴、本籍地等）については、法令等および金融庁ガイドラインに掲げ
る例外の場合を除き、ご本人の同意なく取得、利用または第三者提供しません。
11．個人データおよび特定個人情報等の管理

　当社では、取得した個人データおよび特定個人情報等の安全管理措置として、取扱規程等の整備、漏えい・滅失・き損・不正ア
クセス等の予防措置およびセキュリティ対策を講じるとともに、利用目的の達成に必要とされる正確性および最新性の確保
に努めています。
　当社が講じる安全管理措置には、次に掲げる事項が含まれます。
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7  障がい者への対応
　当社は、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下、「障がい者差別解消法」という。）が

掲げる目的を踏まえ、障がい者への適切な対応を行うことを組織として取組むため、以下対応の方針を定め

ております。

＜障がい者への対応に係る基本方針＞

● 障がい者の社会的障壁の除去のために不当な差別的取扱いは行わず、当社事業を行うにあたり障がい

者から何らかの配慮を求められた場合には、障がいの状態や性別、年齢に応じた必要かつ合理的な配

慮を行うように努めます。

● 障がいの状態に応じたコミュニケーションを大切にし、障がい者との建設的な対話による相互理解を

通じて適切な対応に努めます。

● 障がい者の人格と個性を尊重し、障がいによって分け隔てられることのない共生する社会の実現へ向

け、障がい者差別解消法等及び本基本方針における上記対応を万全とするため、研修・啓発活動等の

具体的取組みを継続的に進めるように努めます。

⑴　内部規律の整備
　個人データの取得、利用、提供、廃棄といった段階ごとに、個人情報取扱方法や担当者およびその任務等について規程
を策定し、定期的に見直しを実施するなどの規律を整備しています。

⑵　組織体制の整備
　当社における個人データの取扱いのすべてを監督する個人情報保護責任者を設置し、従業員が漏えい等を把握した場
合、速やかに個人情報保護責任者に報告・連絡するなどの体制を整備しています。

⑶　定期点検・監査
　個人データの取扱いについて、定期的な自己点検、他部署監査、外部主体監査の実施等の措置を講じています。

⑷　従業員の教育
　従業員に対して個人情報保護および情報セキュリティに関する定期的な研修を実施するとともに、従業員の秘密保持に
関する事項を就業規則等に盛り込み、社内で周知しているなどの措置を講じています。

⑸　不正アクセス等の防止
　外部からの不正アクセス等から保護する仕組みを導入するなどの措置を講じています。

12．社内体制の継続的改善
　当社は、個人情報および特定個人情報等を適正に取扱うため、内部規程の整備、当社代理店および当社業務に従事してい
る者等への指導・教育、内部監査の実施、情報技術の発展等に応じた管理体制の見直し等により、継続的改善に努めます。
13．保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等

　個人情報保護法に基づく保有個人データおよび特定個人情報等に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等もしくは第
三者提供記録の開示に関するご請求については、下記「16.お問い合わせ窓口」にご請求ください。ご請求者がご本人であるこ
とをご確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただいたうえで手続きを行い、後日、原則として書面の交付
または電磁的記録を電子メールに添付して回答します。なお開示のご請求については、当社所定の手数料をいただきます。
14．仮名加工情報の取扱い

⑴　仮名加工情報の作成
　当社は、仮名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得
られる個人に関する情報）を作成する場合には、以下の対応を行います。
①法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
②法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏洩を防止するために安全管理措置を講じること

⑵　仮名加工情報の利用目的
　当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変更後の利用目的をできる限り特定し、それが仮名加工情報に
係るものであることを明確にしたうえで公表します。

15．匿名加工情報の取扱い
⑴　匿名加工情報の作成

　当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得
られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにしたもの）を作成する場合には、以下
の対応を行います。
①法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
②法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏洩を防止するために安全管理措置を講じること
③作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
④作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしないこと

⑵　匿名加工情報の提供
　当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目
と提供の方法を公表するとともに、提携先となる第三者に対して、提供する情報が匿名加工情報であることを明示します。

16．お問合わせ窓口
　当社の個人情報、特定個人情報等および匿名加工情報の取扱い等に関するご照会・ご相談は、下記窓口にて承ります。

株式会社メモリード・ライフ　総務部
電話番号：０３‐３２３３‐０２１３
受付時間：平日9:00〜17:00　 (土・日・祝・年末年始を除く)
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8  お客さまへの情報提供等
　当社では、お客さまをはじめ社会一般の皆様に、当社に対する理解や商品・サービス等の紹介ならびに業

務運営上の現況など、様々な情報の把握や適正な評価をしていただくために、透明性のある公正かつタイム

リーな情報の開示・公表に努めております。

■ホームページ（https://www.memoleadlife.co.jp）

　当社のホームページでは、会社概要、商品・サービスのご案内、資料 請求、ご加入者の声などの掲載

やお知らせ（ニュースリリース）等を公開しております。

　また、ホームページからの保険のお申込みも取扱っております。

■ディスクロージャー資料および業績情報

　当社の概要や業績等の概況を説明した本誌「ディスクロージャー資料」を年１回発行し、冊子として縦

覧に供するほか、本決算の財務情報、事業報告などとともに、ホームページにて掲載し、常時ダウンロー

ド可能なしくみを構築しております。

ディスクロージャー資料

3,4453,308
3,585

2021年度 2022年度 2023年度
0

1,000
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2,000
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2,500
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（単位：百万円）

収入保険料
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経常利益

3,6433,794 3,860

2021年度 2022年度 2023年度
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（単位：百万円）

総資産

2,9932,840
3,097

2021年度 2022年度 2023年度

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（単位：百万円）

保険業法上の純資産

6

2  財務状況 ≪ハイライト≫

(注) ソルベンシー・マージンとは
保険会社は将来の保険金などの支払について責任準備金

を積み立てており、通常予測できる範囲のリスクについては

責任準備金の範囲内で対応します。しかし、大規模な環境

変化によって、予想もしない出来事が起こる場合がありま

す。例えば、大災害やインフルエンザの流行などによる超過

死亡など、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる

「支払余力」を有しているかどうかを判断するための行政監

督上の指標の1つがソルベンシー・マージン比率です。

（単位：千円）

項　       目 2022年度末 2023年度末

ソルベンシー・マージン総額（A） 2,943,799 3,067,857

リスク合計（B） 69,408 69,427

ソルベンシー・マージン比率

　　  （A）　　  

 １／２ × （B）   
× 100 8,482.4% 8,837.5%

主要業績の状況

会社の健全性を示す指標

1,298

[登録番号] 関東財務局長(少額短期保険)第18号

2024
メモリード・ライフの現状

ディスクロージャー誌
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■お客さま本位の業務運営の取組状況

　当社は、お客さま本位の業務運営をより具体的に推進するため、その取組状況等を確認する指標（KPI）

を設定し、ホームページへ掲載しています。

　「顧客本位の業務運営に関する原則」（金融庁）の改定（2021年１月15日）

にともない、2021年７月および２０２３年７月に、当社「お客さま本位の業務

運営に係る方針」を改定いたしました。当原則に沿って対応方針を定め、

各方針に関する取組指針を明確にすることにより、取組状況との関連性、

評価する指標であるKPIとの整合性を確保し、よりお客さまにわかりやす

く公表するとともに、お客さま本位の業務運営に邁進してまいります。

■スポーツを通じた広報活動

　メモリード・ライフはスポーツを通じた地域振興や社会貢献を目的として、スポーツ支援やスポンサー

活動を行っています。

〈Ｖ・ファーレン長崎〉

　メモリードグループ発祥の地である長崎県をホームタウ

ンにするJ２サッカークラブ。【正々道々】をグランドスロー

ガンに、フェアプレーの精神、平和活動をモットーに運営・

活動を行っております。

　2024年10月には長崎市内に、サッカースタジアムを中

心にアリーナ・オフィス・商業施設・ホテルを有する「長

崎スタジアムシティ」がオープン。

　100年に一度の変革を迎える長崎で、サッカーを通して

地域活性化をめざしています。

〈福岡ソフトバンクホークス〉

　本拠地は福岡。今期は小久保監督が就任し4年ぶりのリーグ優勝、

日本一奪還を目指す。併せて当社は、野球を通じて子どもたちの健

全育成に寄与し、家族間の心の絆を原点に地域の方々との交流を図

り、広く社会に貢献を行っている「ホークスジュニアアカデミー」

にも協賛しています。
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V.業績データ

2024
メモリード・ライフの現状

ディスクロージャー誌



（単位：千円）

区　　　分 2021年度 2022年度 2023年度

保険料 3,308,031 3,445,382 3,585,782

正味収入保険料 3,322,656 3,440,016 3,580,376

経常収益 3,455,000 3,675,147 3,589,869

経常利益 611,655 376,891 231,095

当期純利益 421,456 250,528 153,160

総資産額 3,794,439 3,643,081 3,860,210

保険業法上の純資産額 2,840,989 2,993,810 3,097,857

有価証券残高 67,720 65,743 334,964

責任準備金残高 679,372 452,147 579,533

資本金の額 250,000 250,000 250,000

発行済株式の総数 100,000株 100,000株 100,000株

供託金 164,000 176,000 168,225

経常利益率 17.7％ 10.3％ 6.4％

自己資本比率 73.4％ 80.6％ 78.7％

ソルベンシー・マージン比率 8,127.7％ 8,482.4％ 8,837.5％

１株当たり当期純利益 4,214円56銭 2,505円28銭 1,531円60銭

配当性向 23.7％ 20.0％ 19.6％

年間収受保険料 3,322,656 3,440,016 3,580,376

契約件数 88,840件 93,065件 94,883件

被保険者数 (保険の相手方) 76,540名 80,342名 81,808名

年換算保険料 3,352,232 3,490,770 3,618,351

従業員数 41名 41名 39名

代理店数 661店 652店 651店

登録募集人数 4,290名 4,606名 4,741名

（注）1.保険業法上の純資産額は、保険業法第272条の４第１項第３号および保険業法施行規則第211条の８第１項の規定に基

づき算出されたものです。

2.従業員数には、嘱託・契約社員・パートタイマー・受入出向者を含んでおります。

１ 直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標
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(単位：千円）

科　目 2022年度 2023年度 科　目 2022年度 2023年度

(資産の部) (負債の部)

現金及び預貯金 2,695,752 2,510,619 保険契約準備金 572,312 699,697

　現金 178 395 　支払備金 120,165 120,164

　預貯金 2,695,574 2,510,224 　責任準備金 452,147 579,533

有価証券 65,743 334,964 代理店借 39,958 42,525

　国債 65,743 133,041 再保険借 － －

　地方債 － 201,922 その他負債 94,800 79,724

有形固定資産 7,946 9,107 　未払法人税等 30,963 15,537

　建物 4,983 6,214 　未払金 60,206 60,251

　その他の有形固定資産 2,962 2,892 　預り金 2,672 2,311

無形固定資産 204,987 166,450 　その他の負債 958 1,624

　ソフトウェア 204,219 161,248 価格変動準備金 494 595

　のれん － － 　負債の部合計 707,566 822,543

　ソフトウェア仮勘定 768 5,202 (純資産の部)

代理店貸 － 344 資本金 250,000 250,000

再保険貸 － － 資本剰余金 250,000 250,000

その他資産 492,652 670,499 　資本準備金 250,000 250,000

　未収金 457,115 635,503 利益剰余金 2,434,484 2,537,644

　前払費用 12,600 7,775 　繰越利益剰余金 2,434,484 2,537,644

　未収収益 426 970 　株主資本合計 2,934,484 3,037,644

　預託金 17,775 17,429 その他有価証券評価差額金 1,031 23

　その他の資産 4,734 8,820 評価・換算差額等合計 1,031 23

供託金 176,000 168,225 　純資産の部合計 2,935,515 3,037,667

　資産の部合計 3,643,081 3,860,210 負債及び純資産の部合計 3,643,081 3,860,210

2  財産の状況
1.計算書類
⑴貸借対照表�
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（単位：千円）

科　目 2022年度 2023年度

経常収益 3,675,147 3,589,869
　保険料等収入 3,445,382 3,585,782
　　保険料 3,445,382 3,585,782
　　再保険収入 － －
　　　回収再保険金 － －
　　　再保険手数料 － －
　　　再保険返戻金 － －
　　　その他再保険収入 － －
　責任準備金等戻入額 227,225 1
　　支払備金戻入額 － 1
　　責任準備金戻入額 227,225 －
　資産運用収益 1,071 1,938
　　利息及び配当金等収入 893 1,622
　　その他運用収益 178 316
　その他経常収益 1,466 2,146

経常費用 3,298,255 3,358,774
　保険金等支払金 1,884,841 1,838,714
　　保険金等 1,879,475 1,833,308
　　解約返戻金等 5,366 5,406
　　再保険料 － －
　責任準備金等繰入額 5,864 127,386
　　支払備金繰入額 5,864 －
　　責任準備金繰入額 － 127,386
　資産運用費用 71 10
　事業費 1,407,477 1,392,662
　　営業費及び一般管理費 1,376,403 1,336,482
　　税金 2,962 2,524
　　減価償却費 28,111 53,655
　その他経常費用 － －

経常利益（又は経常損失） 376,891 231,095

特別損失 319 136
　価格変動準備金繰入額 26 100
　固定資産処分損 293 35

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 376,572 230,959

法人税及び住民税 126,043 77,798

当期純利益（又は当期純損失） 250,528 153,160

⑵損益計算書�
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（単位：千円）

科　目 2022年度 2023年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　保険料の収入 3,422,476 3,570,160
　再保険による収入 － －
　保険金等支払による支出 △1,879,475 △1,833,308
　解約返戻金等支払による支出 △5,366 △5,406
　再保険料支払による支出 － －
　事業費の支出 △1,311,496 △1,335,254
　その他 1,466 2,046
　小　　　　　計 227,605 398,238
　利息及び配当金等の受取額 1,109 954
　利息の支払額 △71 △10
　その他 － －
　法人税等の支払額 △216,658 △93,908
営業活動によるキャッシュ・フロー 11,984 305,273

投資活動によるキャッシュ・フロー
　預貯金の純増減額 △3 399,981
　有価証券（供託金）の取得による支出 － △483,436
　有価証券 (供託金) の償還による収入 1,000 65,000
　有形・無形固定資産の取得による支出 △60,849 △16,315
　有形・無形固定資産の売却による収入 － －
　供託金の所要額支出 (増加) △12,000 △6,000
　供託金の超過額取戻 (減少) － －
　その他 1,242 346
投資活動によるキャッシュ・フロー △70,609 △40,424

財務活動によるキャッシュ・フロー
　吸収合併にともなう交付金支出 － －
　配当金の支払額 △100,000 △50,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △100,000 △50,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △158,625 214,848

現金及び現金同等物期首残高 854,374 695,748

現金及び現金同等物期末残高 695,748 910,597

⑶キャッシュ・フロー計算書� Ⅰ　
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⑷株主資本等変動計算書�

（単位：千円）

株　　主　　資　　本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

資　本
準備金

繰越利益
剰　余　金

当 期 首 残 高 250,000 250,000 2,283,955 2,783,955 2,186 2,786,142

当 期 変 動 額 － －

剰 余 金 配 当 △100,000 △100,000 △100,000

当 期 純 利 益 250,528 250,528 250,528

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額　（ 純 額 ） － △1,155 △1,155

当 期 変 動 額 合 計 － － 150,528 150,528 △1,155 149,373

当 期 末 残 高 250,000 250,000 2,434,484 2,934,484 1,031 2,935,515

（単位：千円）

株　　主　　資　　本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

資　本
準備金

繰越利益
剰　余　金

当 期 首 残 高 250,000 250,000 2,434,484 2,934,484 1,031 2,935,515

当 期 変 動 額 － －

剰 余 金 配 当 △50,000 △50,000 △50,000

当 期 純 利 益 153,160 153,160 153,160

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額　（ 純 額 ） － △1,008 △1,008

当 期 変 動 額 合 計 － － 103,160 103,160 △1,008 102,152

当 期 末 残 高 250,000 250,000 2,537,644 3,037,644 23 3,037,667

〔２０２2年度〕

〔２０２3年度〕
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⑸重要な会計方針および注記事項�

1.計算書類の作成方法
　貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、会社計算規則（平成18年法務省令第13号）
の規定のほか、保険業法施行規則（平成８年大蔵省令第５号）に準拠して作成しております。

2.有価証券の評価基準及び評価方法
　⑴満期保有目的の債券

　満期保有目的の債券については、移動平均法による償却原価法（定額法）を採用しております。
　⑵その他有価証券

　その他有価証券（国債）について、期末日の市場価格相当に基づく時価法（金融商品会計基準）
を適用し、評価差額を全部純資産直入法により処理しております。

3.棚卸資産の評価基準及び評価方法
　貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しております。

4.固定資産の減価償却の方法
　⑴有形固定資産

　定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用してお
ります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物附属設備　　　　　　　　　15年
　　工具・器具・備品　　　　　２〜10年
　また、取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産については、一括償却資産として３年間で
均等償却しております。

　⑵無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、リ
ース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法を採用しております。また、のれんにつ
いては、買収による投資回収期間（５年）に基づく定額法を適用しております。

5.引当金の計上基準
　該当事項はありません。

6.価格変動準備金の計上基準
　保険業法第115条の規定により算出した額を計上しております。

7.消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

8.責任準備金の積立基準
　責任準備金は、保険業法施行規則第211条の46の規定に基づき算出した金額を計上しております。

9.支払備金の積立基準
　支払備金は、保険業法施行規則第73条の規定に基づき算出した金額を計上しております。

10.収益および費用の計上基準
　保険商品の販売に係る収益は、保険業法施行規則第69条第３項の規定に基づき未収保険料の計上が
禁止されているため、保険契約上の責任が開始しているものに対し、当該保険料等の収納時に収益を
認識しております。なお、収納した保険料等収入のうち、期末時点において、未経過となっている期
間に対応する部分については、責任準備金に繰り入れております。
　また、保険商品の販売に係る原価に相当する保険金や解約返戻金等は、保険約款に基づく支払事由
が発生し、当該約款に基づいて算定された金額の支払時に当該費用を認識しております。なお、期末
時点において支払義務が発生しているが支払いが行われていない保険金等について支払備金に繰り入
れております。

（重要な会計方針等）
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11.会計方針の変更に関する事項
　該当事項はありません。

12.収益認識に関する事項
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）について、第３項（会計基準範囲）（３）の
規定により、保険法における定義を満たす保険契約については適用範囲に含めないこととされている
ため、当該基準を適用しておりません。

13.表示方法の変更に関する事項
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号）を適用し、計算書類に重要な会
計上の見積りに関する注記を記載することとしております。（当事業年度末において、該当事項はあ
りません。）

14.会計上の見積りに関する事項
　該当事項はありません。
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2022年度末 2023年度末

1.有形固定資産の減価償却累計額� 16,311千円 1.有形固定資産の減価償却累計額� 17,533千円

2.税効果会計に関する事項
　　税効果会計を適用しておりません。

2.税効果会計に関する事項
　　税効果会計を適用しておりません。

3.供託金の内訳
　保険業法第272条の５第１項及び同施行令第38
条の４の規定に基づき、政令で定められた額の金
銭を供託しております。
　なお、当年度末における翌年度の供託所要額
は、182,000千円であります。

3.供託金の内訳
　保険業法第272条の5第１項及び同施行令第38
条の4の規定に基づき、政令で定められた額の金
銭を供託しております。
　なお、当年度末における翌年度の供託所要額
は、189,000千円であります。

4.支払備金の内訳

　保険業法施行規則第211条の52において準用す
る同規則第73条第３項および第71条第１項に規定
する、積み立てないことができる再保険を付した
部分に相当する支払備金はありません。

4.支払備金の内訳

　保険業法施行規則第211条の52において準用す
る同規則第73条第３項および第71条第１項に規定
する、積み立てないことができる再保険を付した
部分に相当する支払備金はありません。

5.責任準備金の内訳

　保険業法施行規則第211条の52において準用す
る同規則第71条第１項に規定する、積み立てない
ことができる再保険を付した部分に相当する責任
準備金はありません。

5.責任準備金の内訳

　保険業法施行規則第211条の52において準用す
る同規則第71条第１項に規定する、積み立てない
ことができる再保険を付した部分に相当する責任
準備金はありません。

（貸借対照表関係）

（単位：千円）

内　　訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通支払備金 52,909 − 52,909

既発生未報告損害
に対する支払備金 67,255 − 67,255

合　計 120,165 − 120,165

（単位：千円）

内　　訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通支払備金 57,134 − 57,134

既発生未報告損害
に対する支払備金 63,029 − 63,029

合　計 120,164 − 120,164

（単位：千円）

内　　訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通責任準備金 394,346 − 394,346

異常危険準備金 57,800 − 57,800

合　計 452,147 − 452,147

（単位：千円）

内　　訳 元受分 出再分 出再分控除後
（当期末残高）

普通責任準備金 519,938 − 519,938

異常危険準備金 59,594 − 59,594

合　計 579,533 − 579,533
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2022年度末 2023年度末

6.金融商品に関する事項

⑴金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については、「資産運用に
関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ
き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券
に限定し、銀行等金融機関からの借入による資
金の調達およびデリバティブの取引は予定して
おりません。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管
理体制
　市場関連リスクや信用リスクについては、「資
産運用リスク管理方針・管理規程」にしたが
い、リスクの状況について、定期的にモニタリ
ングした結果をリスク管理委員会および取締役
会等へ報告される体制としています。
　定期性預金については、「資産運用実施規則」
に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象金
融機関の対象先および格付けを限定し、同一預
金先への預金限度額（全体に対する割合）を設定
した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等
を総合的に評価して決定する体制としています。

6.金融商品に関する事項

⑴金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については、「資産運用に
関する基本方針」及び「資産運用規程」に基づ
き、預金（外貨除く）および国債等の有価証券
に限定し、銀行等金融機関からの借入による資
金の調達およびデリバティブの取引は予定して
おりません。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管
理体制
　市場関連リスクや信用リスクについては、「資
産運用リスク管理方針・管理規程」にしたが
い、リスクの状況について、定期的にモニタリ
ングした結果をリスク管理委員会および取締役
会等へ報告される体制としています。
　定期性預金については、「資産運用実施規則」
に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象金
融機関の対象先および格付けを限定し、同一預
金先への預金限度額（全体に対する割合）を設定
した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等
を総合的に評価して決定する体制としています。

⑵金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当年度決算日）における貸借
対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
内　　容 貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 2,695,752 2,695,752 −

有価証券（国債・地方債）
満期保有目的の債権
その他有価証券

−
65,743

−
65,334

－
△408

供託金（国債）
満期保有目的の債権
その他有価証券
金銭

−
65,000

111,000

−
65,408

111,000

－
408
－

（金融商品の時価の算定方法）

①現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

②有価証券及び供託金に供している債券について
は、期末日の市場価格によっております。

⑵金融商品の時価等に関する事項
　2024年3月31日（当年度決算日）における貸借
対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
内　　容 貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預貯金 2,510,619 2,510,619 −

有価証券（国債・地方債）
満期保有目的の債権
その他有価証券

314,912
20,051

307,345
20,051

△7,567
－

供託金（国債）
満期保有目的の債権
その他有価証券
金銭

168,225
－
－

159,250
－
－

△8,975
－
－

（金融商品の時価の算定方法）

①現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済され
るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

②有価証券及び供託金に供している債券について
は、期末日の市場価格によっております。

7.１株当たりの純資産額� 29,355円15銭 7.１株当たりの純資産額� 30,376円67銭

8.金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示して
おります。また、構成比、増減率は小数点第２位
以下を四捨五入して表示しております。

8.金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示して
おります。また、構成比、増減率は小数点第２位
以下を四捨五入して表示しております。
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2022年度 2023年度

1.正味収入保険料及び正味支払保険金の算出
　⑴正味収入保険料

保険料�3 ,445,382千円
再保険返戻金�− 千円
その他再保険収入�− 千円
再保険料�− 千円
解約返戻金等� 5,366千円
　　差引� 3,440,016千円

　⑵正味支払保険金
保険金等�1 ,879,475千円
回収再保険金�− 千円
　　差引� 1,879,475千円

1.正味収入保険料及び正味支払保険金の算出
　⑴正味収入保険料

保険料�3 ,585,782千円
再保険返戻金�− 千円
その他再保険収入�− 千円
再保険料�− 千円
解約返戻金等� 5,406千円
　　差引� 3,580,376千円

　⑵正味支払保険金
保険金等�1 ,833,308千円
回収再保険金�− 千円
　　差引� 1,833,308千円

2.利息及び配当金収入の内訳
預貯金利息� 45千円
有価証券利息� 401千円
その他利息� 446千円

2.利息及び配当金収入の内訳
預貯金利息� 43千円
有価証券利息� 909千円
その他利息� 669千円

3.その他運用収益の内訳
　その他運用収益の主な内訳は、有価証券（国債）
の償還に伴う差益であります。

3.その他運用収益の内訳
　その他運用収益の主な内訳は、有価証券（国債）
の償還に伴う差益であります。

4.その他経常収益の内訳
　その他経常収益の主な内訳は、従業員の社宅家
賃控除に伴う収入、雇用関係助成金（正社員化コ
ース）による収入等であります。

4.その他経常収益の内訳
　その他経常収益の主な内訳は、雇用関係助成金

（正社員化コース）による収入等であります。

5.資産運用費用の内訳
支払利息� 71千円

5.資産運用費用の内訳
支払利息� 10千円

6.減価償却費の内訳
有形固定資産� 2,974千円
無形固定資産� 25,136千円

6.減価償却費の内訳
有形固定資産� 3,078千円
無形固定資産� 50,577千円

7.関連当事者との取引に関する事項
　　該当事項はありません。

7.関連当事者との取引に関する事項
　　該当事項はありません。

8.特別損失の内訳
　その他特別損失の主な内訳は、固定資産の処分
による除却損および有価証券（国債）における価
格変動準備金への積立額であります。

8.特別損失の内訳
　その他特別損失の主な内訳は、固定資産の処分
による除却損および有価証券（国債）における価
格変動準備金への積立額であります。

9.１株当たりの当期純利益� 2,505円28銭
　　算定上の基礎である当期純利益� 250,528千円
　　普通株式に係る当期純利益� 250,528千円
　　普通株式の期中平均株式数� 100,000株

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

9.１株当たりの当期純利益� 1,531円60銭
　　算定上の基礎である当期純利益� 153,160千円
　　普通株式に係る当期純利益� 153,160千円
　　普通株式の期中平均株式数� 100,000株

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。

10.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。また、構成比、増減率は小数点第２位以下
を四捨五入して表示しております。

10.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しており
ます。また、構成比、増減率は小数点第２位以下
を四捨五入して表示しております。
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2022年度 2023年度

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

2.新株予約権に関する事項
　　該当事項はありません。

2.新株予約権に関する事項
　　該当事項はありません。

3.配当に関する事項
⑴配当金支払額�100 ,000千円
⑵基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効

力発生日が翌年度になるもの

（注）上記配当は、2023年６月27日開催予定の定時株主総会に
て付議する予定であります。

3.配当に関する事項
⑴配当金支払額�50 ,000千円
⑵基準日が当年度に属する配当のうち、配当の効

力発生日が翌年度になるもの

（注）上記配当は、2024年6月25日開催予定の定時株主総会に
て付議する予定であります。

4.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。

4.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。

（株主資本等変動計算書関係）

（単位：株）

株式の種類 前年度末
株 式 数

当 年 度
増加株式数

当 年 度
減少株式数

当年度末
株 式 数

発行済株式

普通株式 100,000 − − 100,000

合　計 100,000 − − 100,000

（単位：株）

株式の種類 前年度末
株 式 数

当 年 度
増加株式数

当 年 度
減少株式数

当年度末
株 式 数

発行済株式

普通株式 100,000 − − 100,000

合　計 100,000 − − 100,000

決議
株　式
の種類

配当金
の総額

配　当
の原資

１株当た
り配当金

基準日
効　力
発生日

2023年6月27日
定時株主総会

普通
株式

50,000
千円

利　益
剰余金

500円
2023年
３月31日

2023年
６月28日

決議
株　式
の種類

配当金
の総額

配　当
の原資

１株当た
り配当金

基準日
効　力
発生日

2024年6月25日
定時株主総会

普通
株式

30,000
千円

利　益
剰余金

300円
2024年
3月31日

2024年
6月26日

2022年度 2023年度

1.現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借
　対照表に掲記されている科目の金額との関係
� （2023年３月31日現在）

　　現金及び預貯金勘定� 2,695,752千円
　　預入期間が３ヶ月超の定期預金� 2,000,003千円
　　　現金及び現金同等物� 695,748千円

　なお、キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い
預金及び取得日から満期日または償還日までの期
間が３ヶ月以内の定期預金等の短期投資からなっ
ています。

1.現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借
　対照表に掲記されている科目の金額との関係
� （2024年３月31日現在）

　　現金及び預貯金勘定� 2,510,619千円
　　預入期間が３ヶ月超の定期預金� 1,600,022千円
　　　現金及び現金同等物� 910,597千円

　なお、キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い
預金及び取得日から満期日または償還日までの期
間が３ヶ月以内の定期預金等の短期投資からなっ
ています。

2.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、増減率は小数点第２位以下を四捨五入
して表示しております。

2.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。また、増減率は小数点第２位以下を四捨五入
して表示しております。

（キャッシュ・フロー計算書関係）
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（単位：千円、％）

項　　　　　　目 2022年度末 2023年度末

⑴ソルベンシー・マージン総額 2,943,799 3,067,857

①純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 2,884,484 3,007,644

②価格変動準備金 494 595

③異常危険準備金 57,800 59,594

④一般貸倒引当金

⑤その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） 1,020 22

⑥土地の含み損益（85％又は100％）

⑦契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧将来利益

⑨税効果相当額

⑩負債性資本調達手段等

⑵リスクの合計額√［R 2 
1 ＋R 2 

2 ］＋R3＋R4 69,408 69,427

保険リスク相当額 61,611 62,625

R1　一般保険リスク相当額 61,611 62,625

R4　巨大災害リスク相当額

R2　資産運用リスク相当額 27,864 25,617

価格変動等リスク相当額 906 511

信用リスク相当額 26,957 25,106

子会社等リスク相当額

再保険リスク相当額

再保険回収リスク相当額

R3　経営管理リスク相当額 1,789 1,764

⑶ソルベンシー・マージン比率　⑴／{(1/2)×⑵} 8,482.4 8,837.5

（注）１．ソルベンシー・マージン比率とは、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる「支払余力」をどの程度有し

ているかどうかを示す行政監督上の指標の１つです。ソルベンシー・マージン比率が200％以上であれば、健全性

について１つの基準を満たしていることを示しています。

２．上記は、保険業法施行規則第211条の59および第211条の60ならびに平成18年金融庁告示第14号の規定に基づいて算

出しております。

ソルベンシー・マージン比率＝
ソルベンシー・マージン総額

リスクの合計額×（１／２）
×１００（％）

2．保険金の支払い能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）
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（単位：千円）

区　分 種類
銘柄

2022年度末 2023年度末 増減額
評価
差額取得価額

（額面）
貸借対照表

計上額 時価 取得価額
（額面）

貸借対照表
計上額 時価 取得価額

（額面）
貸借対照表

計上額

売買目的
有価証券 − − − − − −

満期保有
目的
有価証券

国債 − − − 112,949
(118,000) 112,990 109,615 112,949

(118,000) 112,990 △3,334

地方債 201,957
(200,000) 201,922 197,730 201,957

(200,000) 201,922 △4,227

その他の
有価証券 国債 64,712

(65,000) 65,743 65,743 20,028
(20,000) 20,051 20,051 △45,684

(△45,000) △45,692 23

有価証券合計 64,712
(65,000) 65,743 65,743 334,934

(338,000) 334,964 327,396 270,222 269,220 △7,537

（注）1. �2022年度末に有価証券として計上された国債のうち、2023年6月および12月に償還されたものは、その償還額（計
65,000千円）により、2023年度中に取得価額は64,684千円減少および貸借対照表計上額は65,551千円減少 しており
ます。

　　 2. �2023年度に購入した国債のうち、一部（取得価額168,107千円（額面182,000千円））を供託金へ振り替える（差し
入れる）ことにより、供託中であった国債をその他の有価証券として戻し入れ、2023年度中に取得価額は20,000千
円増加および貸借対照表計上額は19,859千円増加しております。

　　 3. �満期保有目的有価証券の2023年度末における貸借対照表計上額は、移動平均法による償却原価法（定額法）を採用
し計上しております。

　　 4. �その他有価証券の2023年度末における時価との評価差額は、全部純資産直入法により、純資産の部における「その
他有価証券評価差額金」にて処理しております。

3．有価証券または金銭信託の取得価額または契約価額、時価および評価損益

⑴有価証券�

⑵金銭信託�
　　該当事項はありません。

4．公衆の縦覧に供する書類に関する会計監査人の監査の有無
　　当社は会計監査人の監査は受けておりません。

5．計算書類に関する会計監査人の監査証明の有無
　金融商品取引法第193条の２の規定に基づく公認会計士または監査法人の監査は受けておりません。な

お、当事業年度の計算書類につきましては、監査役による監査を受け、適正に作成および表示されている

ことの報告を受けております。（2024年５月24日付　監査報告書）
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（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 3,421,109 3,552,605
医 療 保 険 766 781
費 用 保 険 18,139 26,989
合　　　　　　計 3,440,016 3,580,376

（注）正味収入保険料は、以下の定義により算出しております。
　正味収入保険料＝（保険料−解約返戻金−その他返戻金）−（再保険料−再保険返戻金）

（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 3,421,109 3,552,605
医 療 保 険 766 781
費 用 保 険 18,139 26,989
合　　　　　　計 3,440,016 3,580,376

（注）元受正味保険料は、以下の定義により算出しております。
　元受正味保険料＝（保険料−解約返戻金−その他返戻金）

（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 − −
医 療 保 険 − −
費 用 保 険 − −
合　　　　　　計 − −

（注）支払再保険料は、以下の定義により算出しております。
　支払再保険料＝（再保険料−再保険返戻金−その他の再保険収入）

（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 402,639 229,096
医 療 保 険 85 △277
費 用 保 険 △28,300 △1,799
合　　　　　　計 374,425 227,020

（注）保険引受利益は、保険引受収益から保険引受費用と保険引受に係る営業費および一
般管理費を引いて、その他収支（保険引受に係るもの）を足して算出しております。

3  業務の状況を示す指標等
1．主要な業務の状況を示す指標等

❶正味収入保険料

❷元受正味保険料

❸支払再保険料

❹保険引受利益
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（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 1,867,611 1,826,073
医 療 保 険 550 700
費 用 保 険 11,314 6,534
合　　　　　　計 1,879,475 1,833,308

（注）元受正味保険金は、以下の定義により算出しております。
　元受正味保険金＝（元受契約の支払保険金−元受契約にかかる求償等により回収した金額）

（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 － －
医 療 保 険 － －
費 用 保 険 － －
合　　　　　　計 － －

❻元受正味保険金

❼回収再保険金

（単位：千円）

区　　　分 2022年度 2023年度

死 亡 保 険 1,867,611 1,826,073
医 療 保 険 550 700
費 用 保 険 11,314 6,534
合　　　　　　計 1,879,475 1,833,308

（注）正味支払保険金は、以下の定義により算出しております。
　正味支払保険金＝保険金等−回収再保険金

❺正味支払保険金
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区　　　分
2022年度 2023年度

正味
損害率

正味
事業費率 合算率 正　味

損害率
正味

事業費率 合算率

死 亡 保 険 54.6％ 40.2％ 94.8％ 51.4％ 38.6％ 90.0％
医 療 保 険 71.7％ 19.7％ 91.5％ 89.6％ 18.7％ 108.3％
費 用 保 険 62.4％ 171.3％ 233.7％ 24.2％ 80.6％ 104.8％
合　　　　　　計 54.6％ 40.9％ 95.6％ 51.2％ 38.9％ 90.1％

（注）正味損害率、正味事業費率およびその合算率は、以下の定義により算出しております。
　正味損害率＝（正味支払保険金／正味収入保険料）×100
　正味事業費率＝（正味事業費／正味収入保険料）×100
　合算率＝正味損害率＋正味事業費率

区　　　分
2022年度 2023年度

元受
損害率

元受
事業費率 合算率 元受

損害率
元受

事業費率 合算率

死 亡 保 険 54.6％ 40.2％ 94.8％ 51.4％ 38.6％ 90.0％
医 療 保 険 71.7％ 19.7％ 91.5％ 89.6％ 18.7％ 108.3％
費 用 保 険 62.4％ 171.3％ 233.7％ 24.2％ 80.6％ 104.8％
合　　　　　　計 54.6％ 40.9％ 95.6％ 51.2％ 38.9％ 90.1％

（注）元受損害率、元受事業費率およびその合算率は、以下の定義により算出しております。
　元受損害率＝（保険金＋給付金）／（保険料−解約返戻金−その他返戻金）×100
　元受事業費率＝事業費／（保険料−解約返戻金−その他返戻金）×100
　合算率＝元受損害率＋元受事業費率

❶契約者配当金の額

❷正味損害率、正味事業費率およびその合算率

❸出再控除前の元受損害率、元受事業費率およびその合算率

　該当事項はありません。

2．保険契約に関する指標等

❹再保険関係に関する諸数値
　当社は、再保険取引を行なっていないため、該当事項はありません。
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（単位：千円）

区　　　分
2022年度末 2023年度末

普通
支払備金

IBNR
支払備金 合　計 普通

支払備金
IBNR

支払備金 合　計

死 亡 保 険 52,759 67,255 120,015 57,134 63,029 120,164

医 療 保 険 － － － － － －

費 用 保 険 150 － 150 － － －

合　　　　　計 52,909 67,255 120,165 57,134 63,029 120,164

（注）1.IBNR支払備金とは、既発生未報告支払備金のことであり、「保険業法施行規則第211条の52において
準用する規則第73条第１項第２号の規定に基づく支払備金として積み立てる金額を定める件（平成18
年３月10日金融庁告示第17号）」第２条の規定により、算出しております。

2.支払備金は、元受契約における普通支払備金およびIBNR支払備金から、それらに係る再保険契約に
基づく出再分を控除して算出しております。

（単位：千円）

区　　　分
2022年度末 2023年度末

普通責任
準 備 金

異常危険
準 備 金

契約者配
当準備金 合　計 普通責任

準 備 金
異常危険
準 備 金

契約者配
当準備金 合　計

死 亡 保 険 390,265 57,156 － 447,422 513,206 58,134 － 571,341

医 療 保 険 482 29 － 512 489 29 － 518

費 用 保 険 3,598 613 － 4,212 6,242 1,430 － 7,672

合　　　計 394,346 57,800 － 452,147 519,938 59,594 － 579,533

（注）普通責任準備金は、元受契約における普通責任準備金および異常危険準備金から、それらに係る再保険
契約に基づく出再分を控除して算出しております。

（単位：千円）

区　　　分

2022年度末 2023年度末
未経過
保険料
（Ａ）

危険保険料
積み増し
（Ｂ）

収支残
（Ｃ）

当 期 末
普通責任
準 備 金

未経過
保険料
（Ａ）

危険保険料
積み増し
（Ｂ）

収支残
（Ｃ）

当 期 末
普通責任
準 備 金

死 亡 保 険 390,030 235 272,064 390,265 390,885 230 427,104 513,206

医 療 保 険 482 － 92 482 489 － △49 489

費 用 保 険 3,598 － △22,891 3,598 6,242 － △484 6,242

合　　　計 394,111 235 249,265 394,346 397,616 230 426,570 519,938

（注）未経過保険料（Ａ）と危険保険料積み増し（Ｂ）の合計額と、収支残（Ｃ）のいずれか大きい金額を当
期末普通責任準備金として計上しております。

3.経理に関する指標等

❶支払備金

❸普通責任準備金の残高の内訳

❷責任準備金
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損害率の上昇シナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定

計算方法

・増加する発生損害額＝既経過保険料の１％
・増加する発生損害額を考慮しても異常危険準備金の取り崩

しをすべき金額になりません。
・経常利益の減少額＝増加する発生損害額

経常利益の減少額
2022年度 2023年度

34,318千円 35,768千円

（注）既経過保険料は、出再分を控除しております。

❺損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動

❹利益準備金および任意積立金の区分ごとの残高
　該当事項はありません。

4.資産運用に関する指標等

（単位：千円）

区　　　分
2022年度末 2023年度末

金　額 構成比 金　額 構成比

現 預 金 2,695,752 74.0％ 2,510,619 65.0％

金 銭 信 託 － － － －

有 価 証 券 65,743 1.8％ 334,964 8.7％

運用資産計 2,761,317 75.8％ 2,845,188 73.7％

総 資 産 3,643,081 100.0％ 3,860,210 100.0％

（注）運用資産計は、預貯金、金銭の信託および有価証券の合計額となります。

（単位：千円）

区　　　分
2022年度 2023年度

収入金額 利回り 収入金額 利回り

現 預 金 45 0.00％ 43 0.00％

金 銭 信 託 － －

有 価 証 券 401 0.60％ 909 0.89％

そ の 他 446 0.26％ 669 0.32％

合　 計 893 0.03％ 1,622 0.05％

（注）運用利回りは、収入金額を月末残平均運用額で除して算出しています。

（注）区分「その他」は供託金利息を表示しております。

❷利息配当収入の額および運用利回り

❶資産運用の概況
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（単位：千円）

区　　　分
2022年度末 2023年度末

額面金額 利回り 構成比 額面金額 利回り 構成比

国 債 130,000 0.60％ 100.0％ 320,000 1.03％ 61.5％

地 方 債 − − − 200,000 0.76％ 38.5％

合 計 130,000 0.60％ 100.0％ 520,000 0.93％ 100.0％

（注）上記金額等は、国債で供託している有価証券も含めて表示しております。

（単位：千円）

区　　　分
2022年度末

１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 合計

国 債 110,000 20,000 − − − − 130,000

地 方 債 − − − − − − −

合 計 110,000 20,000 − − − − 130,000

区　　　分
2023年度末

１年以下 １年超
３年以下

３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 10年超 合計

国 債 11,000 9,000 50,000 － － 250,000 320,000

地 方 債 − − − − − 200,000 200,000

合 計 11,000 9,000 50,000 － － 450,000 520,000

（注）1.上記金額は、額面金額にて記載しております。
2.上記金額のうち、2023年度末において182,000千円（額面金額）の国債を供託金として供託しております。

（単位：千円）

区　　　分 2022年度末 2023年度末

価格変動準備金残高 494 595

（注）上記金額は、保険業法第115条の規定により算出しております。

❺価格変動準備金

❸保有有価証券の種類別残高、利回り、構成比

❹保有有価証券の残存期間別残高
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